
 

 

大口町産後ケア事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、産後の母子に対する心身のケア、育児のサポート等を行うこ

とにより、母子の心身の安定及び育児不安の解消を図り、出産後も安心して子育

てができる支援体制の確保を目的として実施する大口町産後ケア事業（以下「事

業」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（事業の種類及び内容） 

第２条 事業の種類及び内容は、次の各号に掲げるものとする。 

 (1) 宿泊型 産婦と乳児を医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１

項に規定する病院、同条第２項に規定する診療所又は同法第２条第１項に規定

する助産所（以下「医療機関等」という。）において宿泊させ、次のアからキま

での必要な支援を実施する。 

  ア 栄養を考慮した食事の提供 

  イ 産婦の身体的ケア、保健指導及び栄養指導 

  ウ 産婦の心理的ケア 

  エ 適切な授乳のためのケア（乳房ケアを含む。） 

  オ 育児に必要な手技についての具体的な指導及び相談 

  カ 生活の相談及び支援 

  キ その他必要な相談、保健指導及び情報提供 

 (2) 通所型 産婦と乳児を医療機関等において日中通所させ、前号の必要な支援

を実施する。この場吅において、同条第１号ア中「食事」とあるのは、「食事（昼

食に限る。）」と読み替えるものとする。 

 (3) 居宅訪問型 産婦と乳児の居宅に訪問し、同条第１号イからキまでの必要な

支援を実施する。 

（事業の委託） 

第３条 町長は、適切な事業の運営及び町と適切な連絡体制が確保できると認めら

れる者であって、次の要件を満たすもの（以下「事業者」という。）に事業を委託



 

 

する。 

(1) 宿泊型 

  ア 前条第１号の事業の内容を提供すること。 

  イ 母体ケア、乳児ケア、育児指導若しくは相談等を行う助産師、保健師又は

看護師を１名以上２４時間体制で配置すること。この場吅において、当該助

産師、保健師又は看護師は、事業の専任であることを要しない。 

  ウ 必要に応じて支援を受けられる産科又は小児科の医師と連携が図られてい

ること。 

  エ その他次のいずれにも該当しないこと。 

   (ｱ) 会社法（平成１７年法律第８６号）第５１１条の規定による特別清算開

始の申立てがなされていること。 

   (ｲ) 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条による破産手

続開始の申立て（同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることと

される破産事件に係る同法による廃止前の破産法（大正１１年法律第７１

号）第１３２条又は第１３３条による破産の申立てを含む。）がなされてい

ること。 

   (ｳ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手

続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることと

される更生事件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第

１７２号）第３０条の規定による更生手続開始の申立てを含む。）がなされ

ていること。 

   (ｴ) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手

続開始の申立てがなされていること。 

   (ｵ) 大口町暴力団排除条例(平成２４年大口町条例第１３号)第２条第２号に

規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密

接な関係を有していること。 

   (ｶ) 大口町業者指名停止措置要領（平成１５年大口町訓令第２号）により、

指名停止の措置を受けていること。 



 

 

   (ｷ) 最近 1年間の法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納してい

ること。 

 (2) 通所型 

  ア 前条第２号の事業の内容を提供すること。 

  イ 母体ケア、乳児ケア、育児指導若しくは相談等を行う助産師、保健師又は

看護師を１名以上配置すること。この場吅において、当該助産師、保健師又

は看護師は、事業の専任であることを要しない。 

  ウ 同条第１号ウ及びエの要件を満たすこと。 

 (3) 訪問型 

  ア 前条第３号の事業の内容を提供すること。 

  イ 助産師の資格を有している者であること。 

 

（対象者） 

第４条 事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、町内に住所を有する産

後４月（訪問型にあっては、産後１年）未満の産婦及びその乳児で、産後に心身

の不調又は育児不安がある者とする。ただし、医療的介入の必要がある者は対象

者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、町長が特に必要があると認める場吅は、対象者とす

ることができる。 

（事業の利用期間） 

第５条 事業の利用期間は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定め

る期間を１日とし、通算７日を上限とする。ただし、町長が必要と認めた場吅は、

必要最小限の範囲内でその期間を延長することができる。 

(1) 宿泊型 午前０時から午後１２時まで 

 (2) 通所型 午前１０時から午後４時まで 

 (3) 居宅訪問型 午前９時から午後５時までの間のうち３時間以内 

（事業の利用時間） 

第６条 事業の利用時間は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定め



 

 

る時間とする。ただし、対象者の希望を踏まえて事業者が変更する場吅は、この

限りでない。 

(1) 宿泊型 午前１０時に入所し、翌日以後の午後４時に退所する 

 (2) 通所型 午前１０時から午後４時まで 

 (3) 居宅訪問型 午前９時から午後５時までの間のうち３時間以内 

（事業の利用申請） 

第７条 事業を利用する対象者（以下「申請者」という。）は、事業を利用しようと

するときは、大口町産後ケア事業利用申請書（様式第１）を利用日の３日前まで

に町長に提出しなければならない。ただし、町長が特に必要があると認めるとき

は、利用開始までに提出することができる。 

（事業の承諾及び通知） 

第８条 町長は、前条の申請があったときは、申請者の状況を調査の上、大口町産

後ケア事業利用承諾通知書（様式第２）又は大口町産後ケア事業利用却下通知書

（様式第３）により、結果を申請者に通知する。 

２ 町長は、事業の利用を承諾したときは、事業者に対し、申請者に関する必要な

情報を大口町産後ケア事業利用侜頼書（様式第４）により提供する。 

３ 事業者及び申請者は、事業の開始前にその利用に係る必要な調整等を行うもの

とし、事業者は、申請者に事業の内容を説明しなければならない。 

（申請内容の変更等） 

第９条 申請者は、第７条の規定により申請した事項に変更が生じたときは、町長

に大口町産後ケア事業利用変更申請書（様式第５）を提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、申請者の状況を調査の上、大口町産後ケ

ア事業利用変更承諾通知書（様式第６）又は大口町産後ケア事業利用変更却下通

知書（様式第７）により、結果を速やかに申請者に通知するとともに、大口町産

後ケア事業利用変更侜頼書（様式第８）により事業者に侜頼する。 

３ 申請者は、利用する日程を変更し、又は中止する場吅は、利用日の前日の午後

５時までに事業者に連絡するとともに、速やかに大口町産後ケア事業利用変更申

請書を提出しなければならない。 



 

 

（委託料） 

第１０条 町長は、別表第１に定める利用料から別表第２に定める自己負担額を控

除した額に利用日数を乗じて得た額を委託料として事業者に支払う。 

２ 町長は、当該利用に係る乳児が多胎児の場吅は、前項の額に多胎児２人目以降

１人につき別表第１に定める加算額から別表第２に定める加算額を控除した額

に利用日数を乗じて得た額を加算して事業者に支払う。 

（利用料） 

第１１条 申請者は、別表第２に定める自己負担額に利用日数を乗じて得た額を、

利用料として事業者に直接支払うものとする。 

２ 申請者は、当該利用に係る乳児が多胎児の場吅は、前項の額に多胎児２人目以

降１人につき別表第２に定める加算額に利用日数を乗じて得た額を加算して事

業者に直接支払うものとする。 

３ 申請者は、世帯の生活保護の受給又は町県民税課税状況により、利用料の減額

を受けようとするときは、生活保護を受給していることを証明する書類又は前年

（４月から５月までの間に申請を行う場吅は、前々年）の非課税証明書を提出し

なければならない。ただし、町長が閲覧又は照会によりその内容が確認できる場

吅は、当該書類又は証明書の提出を省略することができる。 

（利用の中止） 

第１２条 申請者が第９条第３項の期日を過ぎて事業を利用しなかった場吅は、中

止として取り扱い、申請者が前項の利用料の減額に該当するものにあっては町長

が、該当しないものにあっては申請者が１，０００円を、居宅訪問型にあっては

３００円を事業者に支払うものとする。ただし、町長が認める場吅はこの限りで

ない。 

（報告及び支払い） 

第１３条 事業者は、申請者の個別の利用状況について、大口町産後ケア事業実施

報告書（様式第９。以下「報告書」という。）及び大口町産後ケア事業利用報告書

兼委託料請求書（様式第１０。以下「請求書」という。）を事業終了後速やかに町

長へ提出（翌月の１０日を越えないこと。）するものとする。 



 

 

２ 町長は、事業者より委託料の請求を受けたときは、報告書の内容を審査し、適

当と認めた場吅は、請求書を受理した日から３０日以内に事業者に委託料を支払

う。 

（帳票類の整備等） 

第１４条 事業者は、事業の適正な実施を確保するため、サービスに関する記録そ

の他必要と認める帳票類等を整備しなければならない。 

２ 町長は、事業者に対し、サービスの内容の確認等について、帳票類等の提出そ

の他必要な調査を実施することができる。 

（個人情報の取扱い） 

第１５条 本事業に関して取り扱う個人情報については、個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号）及び大口町個人情報の保護に関する法律施行条

例（令和４年大口町条例第３８号）を遵守するものとする。 

（その他必要事項） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、町長が定め

る。 

附 則（令和２年３月３１日 大口町告示第３３号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３０日 大口町告示第５３号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２３日 大口町告示第１１５号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２８日 大口町告示第３５号） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

  



 

 

別表第１（第１０条関係） 

利用料等 

事業の種類 
利用料（日額） 

多胎児２人目以降の１人

当たりの加算額（日額） 

宿泊型 ３０，０００円 ３，０００円 

通所型 ２０，０００円 ２，０００円 

居宅訪問型 １０，０００円 １，０００円 

別表第２（第１０条関係、第１１条関係） 

事業の 

種類 
階層区分 

自己負担額 

（日額） 

宿泊型 

生活保護・町県民税非課税世帯 ０円 

課税世帯 ３，０００円 

多胎児２人目以降の１人当たりの加算額 ３００円 

通所型 

生活保護・町県民税非課税世帯 ０円 

課税世帯 ２，０００円 

多胎児２人目以降の１人当たりの加算額 ２００円 

居宅 

訪問型 

生活保護・町県民税非課税世帯 ０円 

課税世帯 １，０００円 

多胎児２人目以降の１人当たりの加算額 ０円 

備考 

１ この表において「生活保護世帯」とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯をいう。 

２ この表において「町県民税非課税世帯」とは、申請時の年度（４月から５月ま

での間に申請を行う場吅については、前年度）の個人町県民税が非課税の世帯を

いう。 

３ この表において「課税世帯」とは、生活保護世帯及び非課税世帯以外の世帯を

いう。 

 



様式第１（第７条関係）      （表） 

年  月  日 

大口町産後ケア事業利用申請書 

大口町長 様 

 

 大口町産後ケア事業を下記のとおり申請します。 

 

記 

申

請

者 

（ふりがな） 

氏名 

（          ） 

             

生年 

月日 
     年   月   日（   歳）

住所 
大口町 

電話 

緊急連絡先 

氏名 申請者との続柄  

住所 

電話番号 

出産（予定）医療機関  出産（予定）日   年   月   日 

出産（予定）日   年  月  日 在胎週数 週  日 

乳児の氏名 

※出生前の場合は記入は不

要です 

 出生体重 g 

 出生体重 g 

申請理由 

１ 産褥期の身体的回復について不安がある 

２ 育児について不安がある 

３ 産後の経過に応じた休養や栄養等日常生活面に不安がある 

４ その他（                            ） 

利
用
期
間 

宿泊型 

   年  月  日から 

   年  月  日まで 

利用施設名  

通所型 

 年 月 日、 年 月 日 

 年 月 日、 年 月 日 

利用施設名  

居宅 

訪問型 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

特に希望する 

サービス内容 

１ 産後の母体管理及び生活面について  ２ 乳房ケア 

３ 授乳、沐浴等の育児方法 

４ その他（                            ） 

産後心配して

いること 

 

アレルギー： 無 ・ 有（            ） 



（裏） 

世
帯
構
成 

氏名 ふりがな 続柄 生年月日 職業 

     

     

     

     

     

階層区分（該当に〇をつける） 課税世帯 ・町県民税非課税世帯 ・ 生活保護受給世帯 

利用料の減免に係る添付書類 

※利用料支払い後の減免はできません 

※本町において減免対象世帯であるこ

とが確認できる場合には不要です 

□ 生活保護受給証明書 

□ 町県民税非課税証明書（世帯全員が非課税である

ことが確認できる証明書） 

１ 大口町産後ケア事業利用申請及びサービス利用に必要な情報を事業者に情報提供す

ることに同意します。また、利用者の健康状態について、事業者から大口町に情報提

供することに同意します。 

２ 申請者に係る階層区分を確認するために、大口町が審査に必要な範囲で、住民基本

台帳及び納税情報（世帯の情報を含む）を調査または閲覧することに同意します。 

                      年     月     日 

大口町長様 

    氏名                 

 



様式第２（第８条関係） 

                    第       号 

   年   月   日 

 

大口町産後ケア事業利用承諾通知書 

 

 

          様 

 

大口町長           印 

 

   年   月   日に申請のあったことについては、下記のとおり承諾

したので通知します。 

 

記 

申

請

者 

住 所  

氏 名  

乳児の氏名 

 

 

利

用

期

間 

宿泊型 
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
利用施設名 

 

通所型 
 年 月 日、 年 月 日 

 年 月 日、 年 月 日 
利用施設名 

 

居宅 

訪問型 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

階層区分 □課税世帯 □町県民税非課税世帯 □生活保護受給世帯 

利用料 

（自己負担額） 

                   円 

【内訳】        円×    日＝      円 

（多胎児加算）     円×    日＝      円 

備  考  

 



様式第３（第８条関係） 

 第       号 

   年   月   日 

 

大口町産後ケア事業利用却下通知書 

 

 

          様 

 

大口町長           印 

 

   年   月   日に申請のあったことについては、下記のとおり却下

することに決定したので通知します。 

 

記 

 

却下の理由： 



様式第４（第８条関係） 

 第       号 

   年   月   日 

大口町産後ケア事業利用侜頼書 

 

          様 

大口町長           印 

 

 大口町産後ケア事業につきまして、下記のとおり侜頼します。 

 

記 

利

用

者 

氏名
ふりがな

 
 生年 

月日 

 年  月 日

（  歳） 

住所 
大口町 

電話番号 

乳児の 

氏名 

 出生体重 g 

 出生体重 g 

出産医療機関  

出産日     年  月  日 在胎週数 週   日 

利

用

期

間 

宿泊型     年  月  日から    年  月  日まで 

通所型 
 年 月 日、 年 月 日、 年 月 日、 年 月 

日 

居宅 

訪問型 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

連絡事項等  

特に希望する 

サービス内容 

１ 産後の母体管理及び生活面について  ２ 乳房ケア 

３ 授乳、沐浴等の育児方法について 

４  そ の 他

（                            ） 

アレルギー 無 ・ 有（                          ） 

階層区分 □課税世帯 □町県民税非課税世帯 □生活保護受給世帯 

利用料 

（自己負担額） 

                   円 

【内訳】        円×    日＝      円 

（多胎児加算）     円×    日＝      円 



様式第５（第９条関係） 

 

大口町産後ケア事業利用変更申請書 

 

年   月   日 

 

大口町長 様 

 

申請者住所 

                      氏名          

                      電話番号 

 

   年   月   日付けで承諾通知があったことについて、下記のとお

り変更を申請します。 

 

記 

届出内容 

変更前 変更後 

  

変更理由 
 

 



様式第６（第９条関係） 

 第       号 

   年   月   日 

 

大口町産後ケア事業利用変更承諾通知書 

 

 

          様 

 

大口町長           印 

 

   年   月   日に変更申請のあったことについては、下記のとおり

承諾したので通知します。 

 

記 

申

請

者 

住 所  

氏 名  

乳児の氏名 

 

 

利

用

期

間 

宿泊型 
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
利用施設名 

 

通所型 
 年 月 日、 年 月 日 

 年 月 日、 年 月 日 
利用施設名 

 

居宅 

訪問型 

  年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

  年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

階層区分 □課税世帯 □町県民税非課税世帯 □生活保護受給世帯 

利用料 

（自己負担額） 

                   円 

【内訳】        円×    日＝      円 

（多胎児加算）     円×    日＝      円 

備  考  

 



様式第７（第９条関係） 

 第       号 

   年   月   日 

 

大口町産後ケア事業利用変更却下通知書 

 

 

          様 

 

大口町長           印 

 

   年   月   日に申請のあったことについては、下記のとおり却下

することに決定したので通知します。 

 

記 

 

却下の理由： 

 



様式第８（第９条関係） 

第       号 

   年   月   日 

 

大口町産後ケア事業利用変更侜頼書 

 

 

          様 

 

大口町長           印 

 

 先に侜頼しました大口町産後ケア事業の実施につきまして、下記のとおり変

更を侜頼します。 

 

記 

利

用

者 

氏名
ふりがな

 
 生年 

月日 

 年  月  日

（  歳） 

住所 
大口町 

電話番号 

乳児の 

氏名 

 出生体重 g 

 出生体重 g 

出産医療機

関 

 

出産日     年  月  日 在胎週数 週   日 

利

用

期

間 

宿泊型     年  月  日から    年  月  日まで 

通所型  年 月 日、 年 月 日、 年 月 日、 年 月 日 

居宅 

訪問型 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

 年 月 日（ ： ～ ： ）、 年 月 日（ ： ～ ： ） 

連絡事項等  

階層区分 □課税世帯   □町県民税非課税世帯   □生活保護受給世帯 

利用料 

（自己負担

額） 

                   円 

【内訳】        円×    日＝      円 

（多胎児加算）     円×    日＝      円 



様式第９（第１３条関係） 

大口町産後ケア事業実施報告書 

年   月   日 

大口町長 様 

事業所等名            

管理者名             

 

次のとおり、産後ケア事業（宿泊型・通所型・居宅訪問型）を実施したので報告

します。 

利用者住所 大口町 

利用者氏名  生年月日   年  月  日 

乳児の氏名 

 

出産日   年  月  日 

 

利用期間及び 

事業の種類 

利用日 時間帯 事業の種類 

年  月  日  ： ～ ： 宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

 年  月  日  宿泊・通所・訪問 

支援内容 

□産後の母体管理、保健指導及び栄養指導 

□産婦の心理的ケア 

□児の預かりによる休養の提供 

□乳房管理（乳房マッサージ □実施 □未実施） 

□沐浴・授乳等育児手技指導 

□生活面の相談及び支援 

□その他必要な保健指導及び情報提供（       ） 

利用者確認 
上記のサービスを受けたことを確認します。 

年  月  日   利用者氏名 

 



利用者氏名  

利用時の 

母子の状況 

【産婦】 

 

 

 

 

 

【乳児】 

 

 

 

 

 

【その他家庭の状況】 

 

 

 

 

 

今後について 

□継続支援 要 ⇒ □発育・発達 □養育 □育児不安 □その他 

（                    ） 

□継続支援 不要 

担当者名 

□助産師（                   ） 

□看護師（                   ） 

□その他（職種及び氏名             ） 

 

 



様式第１０（第１３条関係） 

年  月  日 

大口町産後ケア事業利用報告書兼委託料請求書 

大口町長 様 

所在地             

事業所等名             

代表者名             

電話番号             

 産後ケア事業委託料として下記のとおり事業を実施したので、請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額                  円 

 

２ 振込先 

金融機関および支店名 

          銀  行 

          信用金庫         店 

          農  協 

口座の種類 普通   ・   当座 

口座番号 
 

（フリガナ） 

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜内訳＞ 

【階層区分Ⅰ】生活保護世帯・町県民税非課税世帯 【階層区分Ⅱ】課税世帯 

 (1) 宿泊型・通所型（申請者氏名                   ） 

種

類 

委託料 

Ａ（日額） 

利用日数 

Ｂ（日） 

利用人数 

Ｃ（人） 

請求金額 

（Ａ×Ｂ×Ｃ）

（円） 

宿

泊

型 

【階層区分Ⅰ】 

１人当たり 30,000円 

多胎児加算（２人目以降） 

１人当たり 3,000円 

   

【階層区分Ⅱ】 

１人当たり 27,000円 

多胎児加算（２人目以降） 

１人当たり 2,700円 

   

通

所

型 

【階層区分Ⅰ】 

１人当たり 20,000円 

多胎児加算（２人目以降） 

１人当たり 2,000円 

   

【階層区分Ⅱ】 

１人当たり 18,000円 

多胎児加算（２人目以降） 

１人当たり 1,800円 

   

キャンセル料 1,000円   

請求金額合計  

  



 (2) 居宅訪問型（申請者氏名                   ） 

利用者氏名 
委託料 

Ａ（日額） 

利用 

日数 

Ｂ（日） 

利用 

人数 

Ｃ（人） 

請求金額 

（Ａ×Ｂ×Ｃ） 

（円） 

 階層区分Ⅰ 

10,000円 

   

 階層区分Ⅱ 

9,000円 

   

 多胎児加算 

（２人目以降） 

1人当たり 1,000円 

   

 キャンセル料 300円   

請求金額合計  

 

 


